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『プラヤーマーナワラーチャセーウィー侯爵
聴き取り調査の記録』

　現在のタマサート大学法学部の主催により、1980年の
　9月12日、同年12月10日、および翌81年6月16日の3回に
　わたって行われたインタビュー調査の記録。

　タイプ印刷の小冊、F4サイズ、64ページ。

（タマサート大学法学部サンヤー教授記念図書館所蔵）



  

＜ 一次資料・その１・正式出版 ＞＜ 一次資料・その１・正式出版 ＞

『プラヤーマーナワラーチャセーウィー侯爵
聴き取り調査の記録』

　ウィンユーチョン出版（https://winyuchon.com）2013年

https://winyuchon.com/shop/%E0%B8%9A%E0%B8%B1%E0%B8%99%E0%B8%97%E0%B8%B6%E0%B8%81%E0%B8%84%E0%B8%B3%E0%B8%AA%E0%B8%B1%E0%B8%A1%E0%B8%A0%E0%B8%B2%E0%B8%A9%E0%B8%93%E0%B9%8C%E0%B8%9E%E0%B8%A3%E0%B8%B0%E0%B8%A2%E0%B8%B2%E0%B8%A1/
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「プラヤーマーナワラーチャセーウィー侯爵
回想録」

　　タイ国務院評議会事務局編
　『タイ国務院評議会事務局設立４８周年記念出版』
 　1981年、1〜6ページ。
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司法省起草局編

『仏暦2466年 民事商事法典
第一編・第二編 逐条解説』

（1924年10月）



  

プラヤーマーナワラーチャセーウィー侯爵とは？プラヤーマーナワラーチャセーウィー侯爵とは？



  

【人物および経歴】【人物および経歴】

実名：プロット・ウィチャイ・ナ・ソンクラー。

1890年9月18日、タイ南部ソンクラー県ソンクラー市に、市長補佐
プラアナンタソムバットの次男（？）として生まれる。兄は、後にタイ史上最後
の公爵となるチャオプラヤースィータンマティベート公爵。

1984年9月17日、没す。享年93歳。

【学歴】
1908年、バンコク市内ラーチャウィッタヤーライ高校卒業。 

1909年、当時の司法大臣、コロムルワンラーチャブリーディレーク親王にその
才能を認めれ、翌年、司法省付属法律学校への入学を許される。
1911年、同校を卒業し、タイ法曹資格取得。 

1912〜16年、国費留学生としてイギリスの法律学校“Inner Temple”に学び、
英国法曹資格（Barrister  at  Law）を取得。

【https://th.wikipedia.org/wiki/พระยามานวราชเสวี_(ปลอด_วิเชียร_ณ สงขลา)】

【『聴取録』 原本P.58; 出版P.137 – 138】

https://th.wikipedia.org/wiki/%E0%B8%9E%E0%B8%A3%E0%B8%B0%E0%B8%A2%E0%B8%B2%E0%B8%A1%E0%B8%B2%E0%B8%99%E0%B8%A7%E0%B8%A3%E0%B8%B2%E0%B8%8A%E0%B9%80%E0%B8%AA%E0%B8%A7%E0%B8%B5_(%E0%B8%9B%E0%B8%A5%E0%B8%AD%E0%B8%94_%E0%B8%A7%E0%B8%B4%E0%B9%80%E0%B8%8A%E0%B8%B5%E0%B8%A2%E0%B8%A3_%E0%B8%93_%E0%B8%AA%E0%B8%87%E0%B8%82%E0%B8%A5%E0%B8%B2)


  

1909年ごろ、法典編纂委員会付き常勤英語通訳を勤めるプロット・
ウィチャイ・ナ・ソンクラー（立ち姿の人物、当時18歳）。

手前の人物は、ルネ・ギヨン法典編纂委員。
【復刻版『タイ民商法典第一編・二編 逐条解説(1925)』, 1990】



  

コロムルワンラーチャブリーディレーク親王（通称、ラピー親王）
英国で自ら法曹資格を取得、司法省付属法律学校を設立して、自らも
教鞭を執り、タイ法制の近代化に努める。



  

1911年、タイ法曹資格を取得。
（20歳）

1916年、英国法曹資格を取得。
（25歳）

【復刻版『タイ民商法典第一編・二編 逐条解説(1925)』, 1990】



  

【職歴】

1908年、英語通訳修習生。 

1909年、法典編纂委員会付き常勤英語通訳。 

1910〜1917年、国際裁判所付き常勤英語通訳。 

1917〜1918年、宮内省法務局補佐官。 

1919年、法典編纂委員会付き専属書記官。 

1920〜1923年、法典編纂委員会の法典翻訳委員。 

1923〜1925年、法律起草局の法案起草委員。 

1925年、一審裁判所長官。 

1926〜1927年、国際裁判所長官。 

1928〜1933年、検察庁長官。 

1934年、財務大臣。 

1935年、宮内省財務局長官。 

【『聴取録』 原本P.58; 出版P.137 – 138】



  

【その他の経歴】

1923年、司法省付属法律学校校長。 

1928年、枢密院議員。 

1931年、枢密院副議長。 

1932年、憲法起草委員。 

1935年、衆議院副議長。 

1936〜1942年、1943〜1946年、衆議院議長。

1945年、憲法起草委員会議長。 

1949年、前国王ラーマ九世の摂政に就任。 

1949〜1963年、枢密院議員。 

その間、チュランロンコン大学、タマサート大学で教鞭を執り、タマサート大
学では正教授の職責も勤める。 

【『聴取録』 原本P.59; 出版P.138】



  

チャーンチャイ・サウェーンサック著
（タイ国務院評議会事務局 法案起草常任委員）

『タイ法制改革におけるフランスの影響』

（1996年）

第二章　法典編纂
第三節　民商法典の編纂

　第一項 フランス人によるフランスをモデルにした編纂
(P.46～61)

フランス人法律家を中心にした民商法典編纂事業フランス人法律家を中心にした民商法典編纂事業



  

【ラーマ五世治下の民商法典編纂事業】【ラーマ五世治下の民商法典編纂事業】

「［国王陛下は、］今時施行される民事、
　商事法は、未だ様々な場所に散在した
　状態にあるが、国内における繁栄と商
　業の［振興を目指し、］且つまた諸外
　国との国際［協調］関係を［重視する
　今日の］時代の要請に即応するために
　は、これらを一カ所に集めて整理統合
　することが適当であると、お考えでい
　らっしゃいます。」

1908年、刑法典、裁判所構成法、民事訴
訟法が公布・施行されると、同年、ラーマ
五世は勅令を発して民事商事法典編纂委
員会を招集した：

【サウェーン『タイ法制史』, P.228 ~ 229】



  【サウェーン『タイ法制史』, P.228 ~ 229】

「従来、我が司法裁判所は、常に我が国の伝統と
　慣習に鑑みつつ判例を積み重ね、民事、商事法
　を築き上げてきたが、こうした法規範は法令と
　して規定し、それを［裁判の］根拠とすること
　が望ましく、また［…］これらの法令は、諸外
　国の例に倣い、民事商事法典として編纂すべき
　であり［…］そのうち、重要且つ有益な部分よ
　り公布・施行していき［…］その他の部分は、
　編纂作業が完了次第、漸次追加的に公布・施行
　することが適当であろう、とのご存念にござい
　ます。

　畏くも国王陛下にあられましては、かく思し召
　され、［法典編纂委員会を設置する］法律の制
　定を勅許なさいました。」

法典編纂委員会の設置法典編纂委員会の設置



  

六班制の編纂委員会（六班制の編纂委員会（19081908年）年）

【第一班】内務省、司法省、外務省、宮内省の各大臣
　法典編纂の基本方針を審議。

【第二班】外国人法律顧問およびタイ人法律家
　政尾藤吉、Alfred Tilleke、Skinner Turner、Georges Padouxなど。
　基本方針に従って、草案を起草。

【第三班】フランス人法律家
　草案をフランス語に翻訳。

【第四班】イギリス人法律家
　草案を英語に翻訳。

【第五班】タイ人裁判官および法律家
　タイの判例法（伝統法）と齟齬のないよう、草案を調整。

【第六班】タイ人法律家
　国王に上奏するに先立ち、草案の最終審査を行う。
　（この班の存在は、最終決定権は、あくまでもタイ側にあることの象徴）

【チャーンチャイ『フランスの影響』, P.46 ~ 47】



  

しかしながら、この六班体制は期待通りに機能せず、起草作業は、主に次の
ようなフランス人法律家の手に委ねられる：

【チャーンチャイ『フランスの影響』, P.48 ~ 51】

プラヤーマーン侯は、編纂委員会付き
書記官［通訳］であった1909年当時を
回想して、委員に任命された［タイ人］
法律家が集まって審議をしているとこ
ろを一度も目にしたことはなかったと
証言している。フランス人委員たちと
協議していたのは、ラピー親王とアメ
リカ人顧問のWestengaradだけであった。

出来上がった草案を、司法大臣モームチャオチャルンサック親王とフランス
人顧問Padouxが審査するという体制になる。

Georges Padoux Moncharville René Guyon
Rivière
Charles L'Evesque

de LaforcadeSegnitz



  

【ラーマ六世治下における法典編纂事業】【ラーマ六世治下における法典編纂事業】
修正委員会での論争修正委員会での論争

【チャーンチャイ『フランスの影響』, P.52】

1910年、ラーマ五世崩御。1912年、第二編債務法の草案が完成すると、
ラーマ六世は、司法大臣モームチャオチャルーンサック・クリダーコン親王
を委員長とする草案修正委員会を招集した。しかし…

この修正委員会が草案を審議している
うちに、委員の間に大きな見解の相違
が生まれるに至り、ついに委員長は審
議を中断せざるを得なくなった。その
まま審議を継続すれば、委員会は分裂
状態に陥る虞れがあったからである。

草案の審議は、こうして暫くの間、中
断することになったが、おそらくこの
対立が原因であろう、この年、モーム
チャオチャルーンサック・クリダーコン
親王が司法大臣の職を辞してしまった。

争点の具体的内容については、タイ語
文献は触れていない。



  

【【修正委員会での論争】修正委員会での論争】
婚姻制度をめぐる対立婚姻制度をめぐる対立

争点の具体的内容については、タイ語文献は
触れていない。

この出来事については、『政尾藤吉伝』に詳
しい記述がある。それによると、フランス人
顧問団はサヤムの王族の反応を慮って、一夫
多妻制を暗に承認するような家族法草案を提
案したらしい。これに対して政尾博士と一人
のサヤム政府委員が激しく反発して会議は紛
糾した。結局、家族法・相続法の審議は中止
され、代わって戸籍法の整備を急ぐことと
なった。サヤムの国民が果たして一夫多妻制
の実態を登記するかどうか、確認するためで
ある。

政尾博士はこれを機会に帰国を決断し、翌
1913年、全ての職責を辞する。これ以降、民
商法編纂事業はフランス人顧問団のみによっ
て担われるようになる。



  

19161916年における編纂委員会改革年における編纂委員会改革

1914年、立法顧問Padouxが本国からの指示で中国へ異動となると、彼の
推薦にしたがって、Délestréeがその後を引き継ぎ、フランス人法律家の起草
作業を指揮することになった。ところが、彼の失策から作業は混乱し、著しく
遅延するようになった。

これが契機となって、サヤム政府内部にタイ人法律家をより積極的に関与さ
せ、フランス人による起草作業を監督すべきとの意見が強くなる。

1916年5月、大審院長官コロムルワンサワッサディワタナウィスィット親王の
上奏に基づいて、法典編纂委員会を改革する勅令が下され、新たな委員会
が任命された。

新編纂委員会は、タイ人法律家４名と、フランス人法律家４名とから成った。
フランス人班の指揮は、René Guyonが執ることになった。

【チャーンチャイ『フランスの影響』, P.53〜56】



  

GuyonGuyon委員の編纂方針委員の編纂方針

編纂者の目ざす目標は、その本質において次の点にあった。すなわち、
サヤム王国が真に必要とする法典を編纂する、という点である。それゆえ
編纂者は、どこか外国の法典から規定を写し取ってきてそれに手を加え、
あたかも独自のものであるかのような外観を装おうという誘惑、たとえ
そこから生まれた結果がいかに卓越したものであろうとも、そうした奸
計に陥らないよう、最大限の努力を払ってきた。

新たにフランス人を指揮する地位に就いたGuyonは、 タイ伝統法を重視す
るPadouxの編纂方針を継承した：

【ギヨン『サヤム王国における法典編纂(1919)』, P.197】



  

サヤムの現行法（法令や判例）の規定を出発点にして調査しつつ、諸外国
の重要な法典の観点からも研究を進めている。たとえば、規定の明瞭性の
点においてはフランス法を参考にし、いくつかの法原則に関しては大方の
サヤムの法律家によく知られているイギリス法を参照した。また、施行に
際しての便宜性や最新性の観点からは、スイス法や日本法を考慮に入れ…

【ギヨン『サヤム王国における法典編纂(1919)』, P.197】

法技術における巧みさ・精密性の点においては、もちろんドイツ法を参照
した。その他にも、イタリア、ベルギー、オランダ、そしてアメリカの幾
つかの州の立法例から、最新の発展を研究対象として採用している。

GuyonGuyon委員の編纂方針委員の編纂方針

作業の基本はタイの伝統的な判例法を調査研究することであり、それを諸
外国の立法技術を参照しながら、近代的な法規定に鋳直すことが目的：



  

編纂委員会は、既に法典を制定している諸外国の例からただ単に写し取って
くるというような、物真似の愚に陥ることなく、むしろそうした国々の貴重
な経験と英知とをこそ最大限に活用すべく、努力を払っている。

【ギヨン『サヤム王国における法典編纂(1919)』, P.197】

GuyonGuyon委員の編纂方針委員の編纂方針

決して「物真似の愚に陥らない」という、オリジナリティーを重視する姿勢：



  

当時の民商法典構成プラン当時の民商法典構成プラン

民商法典の具体的な構成プランに関しては、債務法とその他の部分とを分
割するスイス方式は採用せず、民事法・商事法をすべて包括する法典として
公布されるとして、次のように述べている：

「1908年にサヤム政府によって採用された方式がそのまま踏襲され、
　今後もそれが根本的に変更されることはないであろう。」

第一編：債権債務

第二編：物［物権］

第三編：人の能力

第四編：家族

第五編：相続

【ギヨン『サヤム王国における法典編纂(1919)』, P.199〜200】



  

民商法典各編の進捗状況は…民商法典各編の進捗状況は…

「初期の草案は1400条ほどの条文数を
　有し、その起草には長い時間を要し
　た(1908-1912)。その後、修正委員
　会に諮られ、修正が加えられること
　になった(1913)。」

「…そして、抵当契約と不動産の先取
　特権が加えられて、草案は完成した
　(1917)。現在、タイ語への翻訳作業
　が進められている。」

【ギヨン『サヤム王国における法典編纂(1919)』, P.199〜200】

第一編：債務編



  

民商法典各編の進捗状況は…民商法典各編の進捗状況は…

「サヤムとフランス両国の法律家による委員会は、
　過去３年間に、めざましい成果を上げた。」

「地域の慣習法に修正を加えること
　により生じる問題に解決のメドが
　立つと、サヤムとフランス両国の
　法律家による委員会に対して、多
　数の付帯意見と解説と共に、一つ
　の草案が提出された。この草案は、
　1919年初頭に審議にかけられたば
　りかであり、その課程で多くの変
　更と修正が加えられた。これが物
　権編に関する現行の草案となる。」
　

【ギヨン『サヤム王国における法典編纂(1919)』, P.204〜205】

第二編：物権編



  

民商法典各編の進捗状況は…民商法典各編の進捗状況は…

「人事編の最も初期の草案は、債務編
　と同時に起草されていたが …
　1911年には、既に［相続編を含む］
　包括的な草案が完成していた。」

「この草案が審議された1913年、家族
　制度に関する規定は慎重に扱うべき
　であるから、先送りすべきとの見解
　に基づき、第三編は、専ら人の能力
　に関する一般規定のみを扱うことに
　決定した。したがって、1917年に提
　出された現行の草案は、1911年草案
　を修正・補完して、他編の条文と調
　和するように改めたものである。」

【ギヨン『サヤム王国における法典編纂(1919)』, P.206〜207】

第三編：能力編



  

民商法典各編の進捗状況は…民商法典各編の進捗状況は…

「1911年の草案は、決して最終的な
　ものではなく、サヤム社会の進化
　の故に、部分的に時代遅れのもの
　となっている。」

「最終的に第四編の草案は、家族に
　関するすべての事項を登記すべき
　旨の特別の規定を含むものとなっ
　ている。この登記事項とは、出生
　と死亡、婚姻、離婚、および養子
　である。

　この法によって、戸籍を管理する
　登記官が設置され、上記事項の登
　記とその謄本の発給を任務とする
　…　(1919)。」

【ギヨン『サヤム王国における法典編纂(1919)』, P.208〜209】

第四編：家族編



  

しかし現実には、伝統法を重視する編纂方針を維持したが故に、Guyonら
の起草作業は、大きな困難に直面していた：

このような苦心にもかかわらず、民商
法典の編纂は、易々とこなせるような
課題ではなかった。なぜなら、伝統的
なタイ法を詳しく調べると、民事・商
事の領域に関する法規定は、訴訟法や
刑事法領域におけるものよりもはるか
に少ないことが判明したからである。
このことが原因で、編纂作業はしばし
ば中断せざるを得なかった。

【サウェーン『タイ法制史』, P.232〜233】

困難な起草作業…困難な起草作業…



  

編纂委員会の拡大と作業の遅延編纂委員会の拡大と作業の遅延

その後、事態は更に複雑化した。新編纂委員会は司法省の人物ばかりで
あったため、出来上がった草案が行政、商務、外交など、関連する国政と齟
齬を生じる虞れが懸念されたのである。そこで、１９１９年６月に、他省からの
追加委員が５名任命された。特に第三編（契約各則）の編纂のためには、こ
の共同作業が重要であった。

また、英語で起草された草案をタイ語に翻訳する際、多くの法律用語や表現
法を考案しなければならなかったが、ラーマ六世の肝煎りで、その「国語」と
しての適正さを保つために、1922年、７名の王族や宮廷貴族により構成され
る翻訳校正特別委員会が任命され、直ちに、近々公布される予定の民商法
典第一編および第二編のタイ語版の審査に取りかかった。

こうした関係者の膨張と作業の複雑化に災いされて、結局、編纂作業は、ま
すます遅延することになった。

【チャーンチャイ『フランスの影響』, P.58〜60】



  

その間、第一次世界大戦が勃発すると、条約改正を目的に、1917年9月28
日、サヤム王国もドイツに対して宣戦を布告した。大戦後の1919年、戦勝国
の一員としてパリ講和会議に参加し、ドイツとオーストリアとの不平等条約は
撤廃されることになった。

講和会議の席上サヤム王国代表は、連合国側への支援の見返りとして、不
平等条約の改正を訴えたが、それに応じたのはアメリカ合衆国だけで、イギ
リスとフランスはこの申入れを直ちには受け入れなかった。しかし、この両国
とも近代的な法制度の完備を条件に領事裁判権の撤廃に応じる旨の条約
と取り付けることに成功した。

しかしながら、既述の事情から編纂作業は遅々として進展せず、1922年、サ
ヤム政府はフランス政府から、起草局（あるいは起草庁）を設置して、法整備
を急ぐよう要求される。

第一次大戦後の条約改正交渉とフランスの圧力第一次大戦後の条約改正交渉とフランスの圧力

【http://ja.wikipedia.org/wiki/タイ外交史】

【チャーンチャイ『フランスの影響』, P.60】



  

法典編纂委員会から起草局への昇格法典編纂委員会から起草局への昇格

フランスからの要求を受けて1923年10月27日、ラーマ六世は勅令を発して
法典編纂委員会を司法省法律起草局へと昇格させ、勅令を含めた一切の
法令の起草権限を集中させ、迅速な立法政策の遂行を可能とした。

この起草局の局長は、司法大臣チャオプラヤーアパイラーチャーマハーユティ
タムトン公爵が兼任し、René Guyonがその顧問に就任した。

その他、起草局起草委員に任命されたのは、以下の人物であった：

1. 大審院判事プラヤーノンネティバンチャーキット侯爵

2. 大審院判事プラヤーチンダーピロムラーチャサパーボディー侯爵

3. 検察庁長官プラヤーテープウィトゥンパフンサルターボディー侯爵

4.4. プラヤーマーナワラーチャセーウィー侯爵プラヤーマーナワラーチャセーウィー侯爵

5. フランス人法律家 Charles L'Evesque
6. フランス人法律家 Rémy de Planterose
7. フランス人法律家 Réne Cazeau

（この時点で、プラヤーマーン侯の名が初めて、公になる。）

【チャーンチャイ『フランスの影響』, P.60】



  

この時期のフランス人の役割は？この時期のフランス人の役割は？

［民商法典が公布されても］法律学校の授業を
受講できないタイ人法律家を如何にして支援す
るか、この点において、委員長のチャオプラヤー
アパイラーチャー公爵は、次のようにお考えで
あった。つまり、英語草案の段階では、条文に
よっては事例を附して適用方法を解説している
ものがあったが、すべての条文にそうした解説
が施されている訳ではなかった。もしこうした
解説を全条文に施し、それをタイ語に翻訳して
公表すれば、タイ人法律家の啓蒙に多少なりの
効果があるであろう、と。

そこで公爵はRené Guyon、Rémy de Planterose、
Réne Cazeauの各氏に、現存する条文解説の再検
討と修正を命じた。

【『仏暦2466年民事商事法典 第一編・第二編 逐条解説』、序文, P.３】



  

フランス人による逐条解説の執筆フランス人による逐条解説の執筆

更に、解説のない条文には新たに解説を付させ、
英語版の解説が全て完成した時点でGuyon氏が
私にそれを提出した。公爵の指示にしたがって、
私はそれを印刷に回した後、更にRéne Cazeau氏
に渡して今一度検討させた。その後にルワンノン
タプラサート子爵にタイ語へ翻訳させ、それを二
人のタイ人スタップが校正した後、［最終的に］
印刷に回した。

プラヤーマーナワラーチャセーウィープラヤーマーナワラーチャセーウィー
司法省法律起草局

1923年10月1日［異説：1924年10月1日］

既にこの時点で、弱冠３３歳のプラヤー
マーン侯が編纂・立法作業の主導権を掌
握していたのだろうか？

【『仏暦2466年民事商事法典 第一編・第二編 逐条解説』、序文, P.4】



  

旧民商法典第一編・第二編の公布と施行の延期旧民商法典第一編・第二編の公布と施行の延期

1923年11月11日、ラーマ六世は勅令をもって
民商法典第一編および第二編を公布し、その
施行日を、１年１か月余り後の1925年1月1日
と定めた［第２条］。

ところが、法典調査特別委員会［？］と司法
省起草局の見解によると、両編には修正すべ
き欠陥が数多く含まれていた。例えば、表現
法をより明晰にすべき箇所、より詳細に規定
すべき条文などがあり、構成をより適切に改
善すべき部分などもあった。そこで、上記の
特別委員会は、国王に両編の施行延期を上奏
し、［第三編を公布する1925年1月1日の勅令
によって］第三編と同時に、1926年の1月1日
より施行することとなった。

やっと第一編・第二編の公布に漕ぎ着けたにもかかわらず、その施行日に
「欠陥多数により施行延期」とされる：

【チャーンチャイ『フランスの影響』, P.61】



  

従来のタイ語文献では触れられていないが、実際にはRené Guyonの報
告通り、1919年にフランス人顧問団による民商法典最終法案が正式に出
版され、サヤム政府に提出されていた。

19191919年最終草案の提出と翻訳事業の開始年最終草案の提出と翻訳事業の開始

その草案は、英語で記述されていた。そこでサヤム政府は、直ちにタイ語へ
の翻訳作業を開始した。この時点で、プラヤーマーナワラーチャセーウィー
侯爵が再び法典編纂委員会に赴任することとなる。その職務は「翻訳委
員」であった。

しかしながら、タイ語文献ではこの時期の具体的な記述がない。1919年草
案の原本がその後、紛失してしまったらしく、1923年の旧民商法典第一
編・第二編公布に至る過程が正確に追跡できなかったのである。

2013年、1919年草案の原本の一冊がバンコク大学中央図書館に保存さ
れていることが確認され（ Website）、また2019年に『タイ法典編纂史ラ
イブラリー』が公開されて（ Website）、この時期の詳細が明らかになり
つつある（ Website）。

http://openlegaltextbook.info/Centennial/
https://digital.library.tu.ac.th/tu_dc/frontend/Search/index/collection:39
http://openlegaltextbook.info/?Centennial___II._Book_I_and_II_of_1923
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